
２．平成30年7月豪雨による主な被害
と今後の水害対策のあり方

24



平成30年7月豪雨の特徴 25

 停滞した前線に大量の湿った空気が供給され、前例のないほど大量の総雨量を記録。地球温暖化
による蒸気量の増加も寄与。

 広島県、岡山県、愛媛県では、多くの場所で24時間以上の降水量が過去の記録を更新。

期間降水量分布図（6月28日0時～7月8日24時）

出典）気象庁HP



平成30年7月豪雨による被害の特徴 26

 中小河川のみならず、大河川の氾濫や都市部における内水氾濫、土石流等が各地で発生。
 バックウォーター現象等による本川と支川の合流部の氾濫や土砂と洪水が同時に氾濫する土砂洪

水氾濫等の複合的な要因による水災害が発生。
 土地のリスク情報や市町村の避難情報、防災情報は出されていたものの、逃げ遅れによる人的被

害も発生。
 避難情報が発令されていない場合やダム下流部では浸水区域図が示されず、ダムの放流情報等が

避難に活用されていない地域が存在。
 防災拠点、上下水道等のライフライン施設、交通インフラの被災により、地域の応急復旧等への支

障、経済活動等への甚大な被害発生。
 被災地が広域に及んだため、被害状況把握や早期復旧支援のために全国から多数の応援が必要。

土砂洪水流による氾濫状況（広島県総頭川）岡山県真備町の浸水状況（高梁川水系小田川）



水防災意識社会再構築ビジョン 27

出典）大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について（平成30年12月、参考資料）

 平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、「水防災意識社会再構築ビジョン」として、全ての直轄河川と
その沿川市町村（109水系、730市町村）において、平成32年度目途に水防災意識社会を再構築する
取組を実施。



水防災意識社会を再構築する取組の状況 28

出典）大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について（平成30年12月、参考資料）

 平成27年9月関東・東北豪雨を受け、「施設では防ぎきれない洪水は必ず発生する」との考えのもと、
社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」を再構築する取組を開始。

 近年、水害が頻発化・激甚化していることを踏まえ、水防災意識社会の再構築の評価を行いながら、
取組を充実。



参考：平成29年5月水防法一部改正の概要 29

平成27年9月関東・
東北豪雨、平成28
年8月台風10号等
では、逃げ遅れに
よる多数の死者や
甚大な経済損失が
発生。
全国各地で豪雨が

頻発・激甚化して
いることに対応す
るため、「施設整備
より洪水の発生を
防止するもの」から、
「施設では防ぎき
れない大洪水は必
ず発生するもの」
へと意識を根本的
に転換し、ハード・
ソフト対策を一体と
して社会全体でこ
れに備える水防災
意識社会の再構築
への取組が必要。



「水防災意識社会」構築の取組（充実・加速の方向性） 30

 これまで進めてきたタイムライン・ホットラインの取組は、市町村の避難情報の発令に寄与したもの
の、逃げ遅れた住民が多数。

 新たな課題として、人命の危険性が極めて高い地域での被害、土砂洪水流による氾濫等の複合的
な災害、重要インフラの被災等が発生。

 気候変動による水災害の頻発化・激甚化を見据え、「人命被害の防止」、「社会経済被害の最小化」、
「気候変動等への適応」の対応が必要。

出典）大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について（平成30年12月、参考資料）



大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方 31

 施設能力を上回る事象が発生する中で、住民の「水災害の知識・認識を高め、主体的な行動に結び
つけるためのソフト対策」、住民の「避難の支援、被害を未然に防ぐハード対策」が一体となった、人
命を守る取組が必要。

 被災後の早期復旧対策など、社会経済被害を最小化する取組、気候変動を踏まえた適応策等の研
究の推進が必要。

出典）提言答申概要（１／２）

出典）大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について（平成30年12月、参考資料）



大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方 32
出典）提言答申概要（２／２）

 事前防災ハード対策、避難確保ハード対策、ソフト対策など、多層的な対策を一体的に取り組み、
「水防災意識社会」の再構築を加速する必要。

出典）大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について（平成30年12月、参考資料）



複合的な要因による水災害への対策 33
出典）大規模広域水害対策あり方提言参考資料

出典）大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について（平成30年12月、参考資料）



水防災意識社会の再構築を担う多様な主体の参画34

 これまでの行政を中心とする「大規模氾濫減災協議会」の体制に、利水ダムの管理者等の多様な主
体の参画を促進。

 住民の理解と行動につなげるため、マイ・タイムライン等の地区単位の取組により、個人の避難計画
の作成を促進。

 メディア特性を活用した情報発信の連携により、住民が防災情報を入手しやすい環境の整備。

出典）大規模広域水害対策あり方提言参考資料

出典）大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について（平成30年12月、参考資料）



本支川合流部での越流 35

 本川と支川の隅角部では、本川側の越流と支川側の越流の影響により同時に受ける。
 裏のリや裏のリ尻の侵食量は、越流量の増加とともに大きくなる傾向があるため、決壊に至るまで

の時間を短くする可能性がある。

左岸3.4kp付近の決壊地点



樋門・樋管等構造物と堤防との境界 36

小田川

小田川左岸3.4kp付近の決壊箇所



末政川0.7kp付近で生じた両岸決壊の状況 37

出典）小田川調査委員会資料



末政川左右岸の地盤高と痕跡水位 38

 末政川左岸側（末政川と高梁川に挟まれた地域）は、末政川右岸に比較し、１ｍ程度地盤高が高い。
 氾濫想定最高水位は、末政川右岸側が末政川左岸側に比較し約60cm程度高かったと推定（樋門の

内水位計の記録や痕跡調査から推定）。

出典）小田川調査委員会資料



両岸決壊に至ったプロセス 39

出典）小田川調査委員会資料

⓪



樹木・土砂の維持管理 40

2m程度



今後の水害・土砂災害対策のあり方（広島県検討会） 41

出典）広島県「平成30 年７月豪雨災害を踏まえた今後の水害・土砂災害対策のあり方検討会」提言

河川・ダムにおける今後の対策

 基本方針
• 7月豪雨災害において甚大な被害が発生した河川における再度災害防止を最優先

で取り組むとともに、被害が発生する前に実施する事前防災も計画的に進める。
• なお、治水対策の実施にあたっては、次の観点から対策を進めるとともに、社会的

影響の大きさなどを考慮し重点化を図るなど、事業効果の早期発現に努めることも
重要である。

 具体的な取り組み内容
• 流下能力の向上
• 排水能力の向上（総合的な治水対策）
• 堤防・護岸の強化
• 適切な維持管理（河川環境にも配慮）
• 土砂洪水流への対応（土砂を流しやすい構造、堆積した土砂の効率的な撤去）
• ダムの洪水調整機能の強化
• ソフト対策（異常時洪水時のサポートバックアップ体制の確保、通信手段の多重化

など。情報提供の内容・手段の充実）


